
Ⅳ．令和6年度財務書類

（１）一般会計等　財務４表

（単位： 千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 55,276,506 固定負債 17,302,663 

有形固定資産 53,107,488 地方債等 16,760,632 

事業用資産 30,127,806 長期未払金  - 

土地 8,990,954 退職手当引当金 542,031 

立木竹 2,624,855 損失補償等引当金  - 

建物 37,272,119 その他  - 

建物減価償却累計額 △ 20,637,083 流動負債 1,921,052 

工作物 5,296,212 １年内償還予定地方債等 1,742,630 

工作物減価償却累計額 △ 3,528,150 未払金  - 

船舶  - 未払費用  - 

船舶減価償却累計額  - 前受金  - 

浮標等  - 前受収益  - 

浮標等減価償却累計額  - 賞与等引当金 156,982 

航空機  - 預り金 21,439 

航空機減価償却累計額  - その他  - 

その他  - 負債合計 19,223,716 

その他減価償却累計額  - 【純資産の部】

建設仮勘定 108,900 固定資産等形成分 56,220,827 

インフラ資産 22,580,008 余剰分(不足分) △ 18,893,205 

土地 851,876 

建物 1,786,104 

建物減価償却累計額 △ 1,350,181 

工作物 48,454,383 

工作物減価償却累計額 △ 27,645,327 

その他  - 

その他減価償却累計額  - 

建設仮勘定 483,154 

物品 1,487,709 

物品減価償却累計額 △ 1,088,035 

無形固定資産  - 

ソフトウェア  - 

無形固定資産その他  - 

投資その他の資産 2,169,017 

投資及び出資金 116,477 

有価証券 93,094 

出資金 23,383 

投資及び出資金その他  - 

投資損失引当金  - 

長期延滞債権 81,111 

長期貸付金 421,480 

基金 1,400,596 

減債基金 185,667 

その他 1,214,930 

その他 153,818 

徴収不能引当金 △ 4,465 

流動資産 1,274,831 

現金預金 310,810 

未収金 19,700 

短期貸付金  - 

基金 944,321 

財政調整基金 944,321 

減債基金  - 

棚卸資産  - 

その他  - 

徴収不能引当金  - 純資産合計 37,327,622 

資産合計 56,551,337 負債及び純資産合計 56,551,337 

【様式第１号】

貸借対照表

(令和7年3月31日現在)
一般会計等



【様式第２号】

自　令和 6年4月1日

至　令和 7年3月31日

一般会計等 （単位： 千円）

科目 金額

経常費用 14,060,966 
業務費用 7,614,053 

人件費 2,378,415 
職員給与費 1,830,729 
賞与等引当金繰入額 156,982 
退職手当引当金繰入額 116,802 
その他 273,901 

物件費等 5,008,251 
物件費 2,745,206 
維持補修費 95,172 
減価償却費 2,167,873 
その他  - 

その他の業務費用 227,388 
支払利息 91,920 
徴収不能引当金繰入額 5,747 
その他 129,721 

移転費用 6,446,912 
補助金等 2,755,300 
社会保障給付 1,550,202 
他会計への繰出金 2,137,924 
その他 3,486 

経常収益 573,784 
使用料及び手数料 324,637 
その他 249,148 

純経常行政ｺｽﾄ 13,487,181 
臨時損失 44,314 

災害復旧事業費 44,314 
資産除売却損  - 
投資損失引当金繰入額  - 
損失補償等引当金繰入額  - 
その他  - 

臨時利益 1,877 
資産売却益 1,877 
その他  - 

純行政ｺｽﾄ 13,529,618 

行政コスト計算書



自　 令和 6年4月1日

至　 令和 7年3月31日

（単位： 円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 37,488,012,519 56,392,439,984 △ 18,904,427,465 
純行政コスト（△） △ 13,529,618,096 △ 13,529,618,096 
財源 13,388,802,436 13,388,802,436 

税収等 10,425,074,185 10,425,074,185 
国県等補助金 2,963,728,251 2,963,728,251 

本年度差額 △ 140,815,660 △ 140,815,660 
固定資産等の変動（内部変動） △ 152,037,766 152,037,766 

有形固定資産等の増加 2,209,242,940 △ 2,209,242,940 
有形固定資産等の減少 △ 2,167,894,653 2,167,894,653 
貸付金・基金等の増加 332,212,018 △ 332,212,018 
貸付金・基金等の減少 △ 525,598,071 525,598,071 

資産評価差額  -  - 
無償所管換等  -  - 
その他 △ 19,575,278 △ 19,575,278  - 
本年度純資産変動額 △ 160,390,938 △ 171,613,044 11,222,106 

本年度末純資産残高 37,327,621,581 56,220,826,940 △ 18,893,205,359 

【様式第３号】

科目 合計

純資産変動計算書

一般会計等



【様式第４号】

自　令和 6年4月1日
至　令和 7年3月31日

一般会計等 （単位： 円）

【業務活動収支】
業務支出 11,759,783,384 

業務費用支出 5,312,871,283 
人件費支出 2,250,852,124 
物件費等支出 2,840,378,086 
支払利息支出 91,920,424 
その他の支出 129,720,649 

移転費用支出 6,446,912,101 
補助金等支出 2,755,299,928 
社会保障給付支出 1,550,201,908 
他会計への繰出支出 2,137,923,965 
その他の支出 3,486,300 

業務収入 13,543,571,869 
税収等収入 10,435,077,248 
国県等補助金収入 2,533,860,251 
使用料及び手数料収入 325,276,652 
その他の収入 249,357,718 

臨時支出 44,314,000 
災害復旧事業費支出 44,314,000 
その他の支出  - 

臨時収入  - 
業務活動収支 1,739,474,485 

【投資活動収支】
投資活動支出 2,522,810,010 

公共施設等整備費支出 2,209,242,940 
基金積立金支出 251,867,070 
投資及び出資金支出  - 
貸付金支出 61,700,000 
その他の支出  - 

投資活動収入 925,830,121 
国県等補助金収入 429,868,000 
基金取崩収入 441,585,858 
貸付金元金回収収入 52,494,263 
資産売却収入 1,882,000 
その他の収入  - 

投資活動収支 △ 1,596,979,889 
【財務活動収支】

財務活動支出 1,871,237,415 
地方債等償還支出 1,871,237,415 
その他の支出  - 

財務活動収入 1,727,513,000 
地方債等発行収入 1,727,513,000 
その他の収入  - 

財務活動収支 △ 143,724,415 
本年度資金収支額 △ 1,229,819 
前年度末資金残高 290,600,711 
本年度末資金残高 289,370,892 

前年度末歳計外現金残高 21,664,800 
本年度歳計外現金増減額 △ 225,500 
本年度末歳計外現金残高 21,439,300 
本年度末現金預金残高 310,810,192 

資金収支計算書

科目 金額



注記 【一般会計等】

１． 重要な会計方針

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法

（３）有形固定資産等の減価償却の方法

・有形固定資産（事業用資産、インフラ資産）
定額法を採用しています。

・無形固定資産
定額法を採用しています。

（４）引当金の計上基準及び算定方法

・徴収不能引当金
過去3年間の平均不納欠損率により計上しています。

・賞与引当金

・退職給付引当金

・損失補償引当金

（５）リース取引の処理方法

（６）資金収支計算書における資金の範囲

（７）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

・消費税の会計処理
税込方式によっています。

開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なもの
は原則として再調達原価としています。
また開始後については、原則として取得原価とし、再調達原価での評価は行わないことと
しています。

翌年度６月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給
対象期間の割合を乗じた額を計上しています。

地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従っ
ています。

地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算定
方式に従っています。

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を
行っています。
（少額リース資産及び短期のリース取引は簡易的な取り扱いをし、通常の賃貸借に係る方
法に通常の賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っています。）

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等額（３ヶ月以内の短期投資など）を資金の
範囲としています。
このうち現金同等額は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受け
払いも含んでいます。

出資金のうち、市場価格があるものは会計年度末における市場価格を以て貸借対照表価額
としています。
出資金のうち、市場価格がないものは出資金額を以て貸借対照表価額としています。
ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化により出資金の価値が著
しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしています。
なお、出資金額の価値の低下割合が３０％以上である場合には、「著しく低下した場合」
に該当するものとしています。



２． 重要な会計方針の変更等

（１）評価基準の変更

（２）表示方法の変更

３． 重要な後発事象

（１）主要な業務の改廃
該当する事象はありません。

（２）組織・機構の大幅な変更
該当する事象はありません。

（３）地方財政制度の大幅な改正
該当する事象はありません。

（４）重大な災害等の発生
該当する事象はありません。

（５）その他重要な後発事象
該当する事象はありません。

４． 偶発債務
　該当する事象はありません。

総務省「今後の地方公会計の推進に関する研究会」報告の「統一的な基準」で他団体との
比較可能性をはかるため、開始時において、道路、河川及び水路の敷地については、再調
達価格としてきましたが、当時において取得原価が判明するものは取得原価、取得原価が
不明なものは備忘価格１円にしています。
平成２０年度より平成２５年度までに取得した資産についても同様の処理を行っていま

総務省「今後の地方公会計の推進に関する研究会」報告の「統一的な基準」の表示方法に
合わせるため、従前の財務書類より大幅な表示の変更を行っています。



５． 追加情報

（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次の通りです。
一般会計
町営牧場特別会計

② 一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異
差異はありません。

③ 出納整理期間について

④

⑤ 地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況は、次の通りです。

実質赤字比率 ％
連結実質赤字比率 ％
実質公債費比率 ％
将来負担比率 ％

⑥ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額
千円

⑦ 繰越事業に係る将来の支出予定額
継続費逓次繰越額 （一般会計）　 千円
繰越明許費 （一般会計） 千円
事故繰越額 （一般会計） 千円

⑧ 過年度修正などに関する事項
該当する事象はありません。

（2）貸借対照表に係る事項

① 基準モデルから統一的な基準モデルへ移行したことによる影響など
従前の財務書類を公開しておらず影響はありません。

② 売却可能資産の範囲及び内訳
範囲
普通財産のうち活用が図られていない公共資産
内訳

③ 減価償却累計額
間接法による表示なのでこでの記載は不要とします。

-
-

１２.７
８７.５

11,341

93,000
2,632,000

-

財務書類の作成基準日は、会計年度末（３月３１日）ですが、出納整理期間中の現金
の受け払い等を終了した後の計数を以て会計年度末の計数としています。
（地方自治体法第２３５条の５「普通地方公共団体の出納は、翌年度の５月３１日を
もって閉鎖する。」）

各項目の金額を表示単位未満で四捨五入しているため、合計等の金額が一致しない場
合があります。



④ 減債基金に係る積立不足の有無及び不足額
積立不足はありません。

⑤ 基金借入金（繰替運用）の内容
年度末の基金借入金残高はありません。

⑥

千円

⑦

ア． 標準財政規模 千円
イ．

千円
ウ． 将来負担額 千円
エ． 充当可能金額 千円
オ． 特定財源見込額 千円
カ． 地方債現在高などに係る基準財政需要額算入見込額 千円

⑧ 自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務
該当する事象はありません。 千円

⑨

⑩ 道路、河川及び水路の敷地の評価額 千円

⑪ PFI事業に係る資産

（3）行政コスト計算書に係る事項
該当する事象はありません。

（4）純資産変動計算書に係る事項

① 純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

8,740,240

9,079,824

180,742
24,534,429
17,804,965

3,047,449
11,944,096

-

-

地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需
要額に含まれることが見込まれる金額

将来負担に関する情報（地方公共団体財政健全化法における将来負担比率の算定要
素）

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算
入額

管理者と所有者が異なる指定区間外の国道や指定区間の一級河川等及び表示登記が行
われていない法廷外公共物

固定資産等形成分は、資産形成のために充当した資源が蓄積されたもので、原則とし
て固定資産等の形態で保有されています。
余剰分（不足分）は、費消可能な資源が蓄積されたもので、原則として金銭の形態で
保有されています。



（5）資金収支計算書に係る事項

① 基礎的財政収支

業務活動収支（支払利息支出を除く） 千円
投資活動収支（基金積立金支出及び基金取崩収入を除く） 千円
基礎的財政収支 千円

② 既存の決算情報との関連性
（単位：千円）

歳入歳出決算書

資金収支計算書

③　 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳
主な内訳は、以下の通りです。
資金収支計算書

業務活動収支 千円
投資活動収入の国県等補助金収入 千円
未収金の増減額 千円
長期延滞債権の増減額 千円
その他の資産・負債の増減額 千円
減価償却費 千円
賞与引当金の増減額 千円
退職手当引当金の増減額 千円
徴収不能引当金の増減額 千円
資産除売却損益 千円

純資産変動計算書の本年度差額 千円

④ 一時借入金
資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。
一時借入金の限度額 千円

⑤ 重要な非資金取引
該当する取引はありません。

1,833,255
△ 1,788,559

44,696

収入（歳入） 支出（歳出）
16,501,803 16,212,432

繰越金に伴う差額 290,601
内部取引の相殺 14,287 14,287

16,196,915 16,198,145

1,739,474
429,868
△ 3,710

△ 13,126
-

△ 2,167,873
△ 10,761

△ 116,802
236

1,877
△ 140,816

1,520,000

地方自治法第２３３条第１項に基づく歳入歳出決算書は、前年度からの繰越金2
９０,６０１千円が含まれているのに対し、資金収支計算書では計上していませ
ん。
また、資金収支計算書は一般会計等間での一般会計と牧場会計との内部取引を相
殺しているため、差額が発生しています。


